
◆令和7年１月以後は

国税庁は今年１月４日、令和7年１月以後は申告書等

（国税に関する申告、申請、請求、届出等税務署に提出

される全ての文書）の控えへの収受日付印（税務署名や

年月日等）の押捺の実務慣習を廃止する、と公表しまし

た。

申告書等の持参又は郵送に対する措置です。e-Taxに

よる申告では、“受信通知”がメッセージボックスに格納

されます。税務行政のデジタル・トランスフォーメー

ション（DX）の取組の推進が目的です。

また、令和７年１月から、申告書等の提出（送付）の

際は、申告書等の正本（提出用）のみを提出（送付）す

るように、と公示しています。

◆申告書等提出事実を証明する方法

それでは、申告書等を紙で提出する場合、今後はどの

ように申告等したことを証明すればよいのでしょうか。

①Ｑ＆Ａをネット公開し、令和７年１月以後の当分の間

の対応として、窓口で交付するリーフレットに、申告書

等を収受した日付や税務署名を記載した上で、希望者に

配付する、この配布文書は提出事実の証明機能を持つ、

と回答しています。

②所轄税務署に「申告書等閲覧申請書」を提出すること

で、申告済みの申告書等を閲覧することができます。そ

こには収受印が押されています。閲覧に手数料はかかり

ませんが、あくまで閲覧サービスのため、コヒーの提供

は受けられません。ただし、申請書の「写真撮影の希

望」欄にチェックをつけることで写真撮影が可能となり

ます。

③納税証明書の交付請求を行い、納税額と滞納の有無の

表示を介して、提出済み申告書の内容を間接的に証明し

ます。

④個人だけのケースとしては、申告書等情報取得サービ

ス（オンライン請求のみ）、保有個人情報の開示請求

（写しの交付請求は１か月程度）などがあります。

◆銀行等は対応を変えないと

これまで、銀行への融資申請や、住宅・自動車等の

ローン審査、奨学金の申請、自治体への補助金・助成金

の申請、小規模企業共済、経営セーフティ共済（中小企

業倒産防止共済）等々で、確定申告書の提出控えを求め

られていました。今後は、どうなるのでしょうか。

経営者の名言シリーズ

申告書に収受印を押してくれない

月号12

2024
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1月10日
●前年12月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付
（年2回納付の特例適用者は前年7月から12月までの徴収
分を1月22日までに納付）
1月31日
●支払調書の提出
●源泉徴収票の交付
●固定資産税の償却資産に関する申告
●11月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞
●2月、5月、8月、11月決算法人の3月ごとの期間短縮に
係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告
＜消費税・地方消費税＞

●5月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）
●消費税の年税額が400万円超の2月、5月、8月決算法人
の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税＞
●消費税の年税額が4,800万円超の10月、11月決算法人を
除く法人・個人事業者の1月ごとの中間申告（9月決算法人
は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞
●給与支払報告書の提出

○給与所得者の扶養控除等申告書の提出（本年最初の給与
支払日の前日）
○個人の道府県民税及び市町村民税の納付（第4期分）
（1月中において市町村の条例で定める日）

2019年7月の税務

おススメ書籍のご紹介
「何回説明しても伝わらない」という経験は誰にで

もあるはずだ。どうしてこんなにわかりやすく説明し
たのに伝わらないんだろうと思ったときに、私たちは
自分の「伝え方」を見直そうとする。そこには、
「ちゃんと話せばわかり合える」という前提がある。
ところが、本書はそもそも「話せばわかる」は幻想

ではないかと指摘する。コミュニケーションをとると
き、人は自分の頭の中にある「当たり前」を用いて解
釈する。人それぞれ異なる「当たり前」を通して解釈
しているからこそ、その「当たり前」が乗り越えられ
なかったとき、「伝えたいことが伝わらない」という
事態が起こる。
こうしたコミュニケーションの困りごとを、本書の

著者である今井むつみ教授は、認知科学と心理学の視
点から考え、解決策を提示する。コミュニケーション
は様々な認知の力に支えられている。だからこそ、人
間の認知の特徴を知ることが、「伝わらない」を乗り
越えて、いいコミュニケーションをとるために必要だ
というのだ。

◆◇◆詳細が気になった方は、
「フライヤー」をご利用ください◆◇◆

2019年6月の税務

書籍要約サービス「フライヤー」の
詳細・お申込みはこちら

12月10日
●11月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額・納期の特例
を受けている者の住民税の特別徴収税額（6月～11月分）
の納付
翌年1月6日
●10月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞
●1月、4月、7月、10月決算法人の3月ごとの期間短縮に
係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告
＜消費税・地方消費税＞
●4月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費
税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の1月、4月、7月決算法人
の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税＞
●消費税の年税額が4,800万円超の9月、10月決算法人を
除く法人・個人事業者の1月ごとの中間申告（8月決算法人
は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞

○給与所得者の保険料控除申告書・配偶者控除等申告書・
住宅借入金等特別控除申告書の提出（本年最後の給与の支
払を受ける日の前日）
○給与所得の年末調整（本年最後の給与の支払をすると
き）
○固定資産税（都市計画税）の第3期分の納付（12月中に
おいて市町村の条例で定める日）

2025年1月の税務

2024年12月の税務

「何回説明しても伝わらない」はなぜ
起こるのか？
認知科学が教えるコミュニケーションの本質と解決策

株 式 会 社 アビーナリーマネジメント

税理士法人 アビーナリーマネジメント

株 式 会 社 アビーナリーネクスト
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